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(57)【要約】
【課題】輸送中などの部品の変形を抑えることが可能な
表示装置、およびこの表示装置を備えた電子機器を提供
する。
【解決手段】表示部の背面に基板取付板を設ける。基板
取付板の取付領域４０の一辺４０ＡＤの両端の角４０Ａ
，４０Ｄに、基板３０の角３０Ａ，３０Ｄを掛止する鉤
部４１Ａ，４１Ｄを設ける。鉤部４１Ａを、角４０Ａを
挟む二辺４０ＡＢ，４０ＡＤで主面２０Ａに固定し、鉤
部４１Ｄを、角４０Ｄを挟む二辺４０ＡＤ，４０ＣＤで
主面２０Ａに固定する。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　本体部と、前記本体部の一面側に設けられ、前記本体部とは反対側の主面に基板の取付
領域を有する基板取付板とを備え、
　前記基板取付板は、前記取付領域の一辺の両端の角に、前記基板の角を掛止する鉤部を
有し、前記鉤部は、前記取付領域の角を挟む二辺で前記主面に固定されている
　表示装置。
【請求項２】
　前記基板取付板は、前記取付領域の前記鉤部が設けられた辺に、前記主面に直交すると
共に前記基板の側面に当接する第１起立部および第２起立部を有し、
　前記第２起立部は、前記第１起立部から、前記取付領域の前記鉤部が設けられた辺の対
向辺に近づく方向にずれた位置に設けられ、
　前記基板は、前記第２起立部が嵌まり込む切欠を有する
　請求項１記載の表示装置。
【請求項３】
　前記鉤部の先端に、前記主面とは反対方向に突出する案内用突起が設けられている
　請求項１記載の表示装置。
【請求項４】
　前記鉤部は、前記主面との対向面に凸部を有し、前記凸部が前記基板の角の表面に当接
する
　請求項１記載の表示装置。
【請求項５】
　前記鉤部は、前記取付領域の長辺に設けられている
　請求項１記載の表示装置。
【請求項６】
　前記基板取付板は金属により構成され、
　前記基板取付板の主面と前記基板の裏面との間に放熱パッドが設けられている
　請求項１記載の表示装置。
【請求項７】
　前記基板取付板は、前記鉤部の各々の近傍に、前記基板の角部の裏面に当接する台座部
を有する
　請求項１記載の表示装置。
【請求項８】
　前記鉤部の先端と、前記台座部の前記基板の角の裏面に当接する面の縁との間の、前記
取付領域の前記鉤部が設けられた辺に垂直な方向における距離Ｌは、Ｌ＞０（ｍｍ）を満
たす
　請求項７記載の表示装置。
【請求項９】
　前記基板取付板は、前記取付領域の前記鉤部が設けられた辺の対向辺に、前記基板の角
を固定するためのねじ孔を有する
　請求項１記載の表示装置。
【請求項１０】
　本体部と、前記本体部の一面側に設けられ、前記本体部とは反対側の主面に基板の取付
領域を有する基板取付板とを備え、
　前記基板取付板は、前記取付領域の一辺の両端の角に、前記基板の角を掛止する鉤部を
有し、前記鉤部は、前記取付領域の角を挟む二辺で前記主面に固定されている
　電子機器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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　本開示は、テレビジョン装置などの表示装置、および電子機器に関する。
【背景技術】
【０００２】
　テレビジョン装置などの表示装置や電子機器には、駆動回路を有する基板が搭載されて
いる。従来、このような基板は、少なくとも四角にねじを打って固定していたので、ねじ
のコストおよびねじ打ちの作業時間が必要となっていた。そこで、例えば特許文献１では
、Ｌ字型の金具に下向きの山形突起を設ける一方、基板の角にメタルスルーホールを設け
、このメタルスルーホールに山形突起を嵌め込むことにより、ねじを用いずに基板を固定
するようにしている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００９－２９５７３８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、特許文献１では、Ｌ字型の金具の強度が十分ではなく、輸送中などに容
易に変形して不良となってしまうおそれがあった。
【０００５】
　本開示の目的は、輸送中などの部品の変形を抑えることが可能な表示装置、およびこの
表示装置を備えた電子機器を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本開示による表示装置は、本体部と、本体部の一面側に設けられ、本体部とは反対側の
主面に基板の取付領域を有する基板取付板とを備え、基板取付板は、取付領域の一辺の両
端の角に、基板の角を掛止する鉤部を有し、鉤部は、取付領域の角を挟む二辺で主面に固
定されているものである。
【０００７】
　本開示による電子機器は、本体部と、本体部の一面側に設けられ、本体部とは反対側の
主面に基板の取付領域を有する基板取付板とを備え、基板取付板は、取付領域の一辺の両
端の角に、基板の角を掛止する鉤部を有し、鉤部は、取付領域の角を挟む二辺で主面に固
定されているものである。
【０００８】
　本開示の表示装置、または本開示の電子機器では、基板を主面に対して斜めに傾けた状
態で、基板の一辺の両端の角を鉤部に潜り込ませる。続いて、鉤部の先端を回転軸として
基板を主面に向かって回転させる。これにより、基板の角が鉤部に掛止され、基板が取付
領域内に位置決めされる。
【発明の効果】
【０００９】
　本開示の表示装置、または本開示の電子機器によれば、取付領域の一辺の両端の角に、
基板の角を掛止する鉤部を設け、この鉤部を、取付領域の角を挟む二辺で主面に固定する
ようにしたので、鉤部の強度が向上し、輸送中などの鉤部の変形を抑えることが可能とな
る。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】本開示の一実施の形態に係る表示装置の外観を表す斜視図である。
【図２】図１に示した表示装置を分解して表す斜視図である。
【図３】図２に示した取付領域の一つを拡大して表す平面図である。
【図４】図３に示した取付領域から基板を外した状態を表す平面図である。
【図５】図３の鉤部の構成を表す断面図である。
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【図６】図３のＶＩ－ＶＩ線における構成を表す断面図である。
【図７】図２に示した取付領域への基板の取付方法を工程順に表す斜視図である。
【図８】図５に示した案内用突起の作用を説明するための断面図である。
【図９】図７に続く工程を表す斜視図である。
【図１０】図８に続く工程を表す斜視図である。
【図１１】図１０のＸＩ－ＸＩ線における断面図である。
【図１２】（Ａ）は適用例１の表側から見た外観を表す斜視図であり、（Ｂ）は裏側から
見た外観を表す斜視図である。
【図１３】適用例２の外観を表す斜視図である。
【図１４】適用例３の外観を表す斜視図である。
【図１５】（Ａ）は適用例４の開いた状態の正面図、（Ｂ）はその側面図、（Ｃ）は閉じ
た状態の正面図、（Ｄ）は左側面図、（Ｅ）は右側面図、（Ｆ）は上面図、（Ｇ）は下面
図である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　以下、本開示の実施の形態について図面を参照して詳細に説明する。
【００１２】
　図１は、本開示の一実施の形態に係る表示装置（テレビジョン装置）の外観を表したも
のであり、図２は、この表示装置を分解して表したものである。この表示装置１は、例え
ば、表示部１０をスタンド１１により支持した構成を有している。表示部１０の前面には
枠状の外装部材１２（いわゆるベゼル）が設けられている。表示部１０の背面には、駆動
回路を有する基板３０を取り付けるための基板取付板２０が設けられている。表示部１０
の背面および基板取付板２０は、背面カバー（リアカバー）１３で全面にわたって被覆さ
れている。なお、表示部１０は、本開示における「本体部」の一具体例に対応する。
【００１３】
　表示部１０は、例えば、液晶パネル（図示せず）の背面にバックライトユニット（図示
せず）を備えている。
【００１４】
　基板取付板２０は、例えば、アルミニウム（Ａｌ）または鉄（Ｆｅ）などの金属板によ
り構成されている。なお、基板取付板２０は、表示部１０とは別に設けられていてもよい
し、あるいは、表示部１０のバックライトユニット（図示せず）の筐体（いわゆるバック
シャーシ）を兼ねていてもよい。
【００１５】
　基板取付板２０の表示部１０とは反対側の主面２０Ａには、基板３０の取付領域４０が
設けられている。取付領域４０は、基板取付板２０に取り付けられる基板３０の数、各基
板３０の寸法および形状などに合わせて適宜に配置されている。
【００１６】
　図３は、図２に示した取付領域４０の一つを拡大して表したものである。図４は、図３
に示した取付領域４０から基板３０を取り外した状態を表したものである。なお、図３な
いし図１１以降では、取付領域４０内での横方向をｘ、縦方向をｙ、主面２０Ａに直交す
る方向（高さ方向）をｚと表している。
【００１７】
　基板３０は、例えばプリント配線基板により構成され、四つの角３０Ａ，３０Ｂ，３０
Ｃ，３０Ｄおよび四本の辺３０ＡＢ，３０ＢＣ，３０ＣＤ，３０ＡＤを有する横長の矩形
形状を有している。基板３０には、チップ３１が実装されている。
【００１８】
　取付領域４０は、四つの角４０Ａ，４０Ｂ，４０Ｃ，４０Ｄおよび四本の辺４０ＡＢ，
４０ＢＣ，４０ＣＤ，４０ＡＤを有する横長の矩形形状を有している。なお、取付領域４
０は、基板３０を嵌め込んだときの凹凸を小さくするため、主面２０Ａの周囲の領域より
も低い凹部とされている。
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【００１９】
　取付領域４０の一辺４０ＡＤの両端の角４０Ａ，４０Ｄには、鉤部４１Ａ，４１Ｄが設
けられている。鉤部４１Ａ，４１Ｄの各々の近傍には、台座部４２Ａ，４２Ｄが設けられ
ている。辺４０ＡＤの鉤部４１Ａ，４１Ｄの間には、第１起立部４３Ａおよび第２起立部
４３Ｂが設けられている。一方、辺４０ＡＤの対向辺４０ＢＣには、ねじ孔４４Ｂ，４４
Ｃが設けられている。なお、輸送時の変形を防止するため、鉤部４１Ａ，４１Ｄ，第１起
立部４３Ａおよび第２起立部４３Ｂと周囲の四本の辺４０ＡＢ，４０ＢＣ，４０ＣＤ，４
０ＡＤとの段差はできるだけ小さいことが望ましい。
【００２０】
　鉤部４１Ａ，４１Ｄは、基板３０の角３０Ａ，３０Ｄを掛止するものであり、基板取付
板２０のエンボス加工により形成された矩形の隆起部である。鉤部４１Ａは、取付領域４
０の角４０Ａを挟む二辺４０ＡＢ，４０ＡＤで主面２０Ａに固定されている。鉤部４１Ｄ
は、取付領域４０の角４０Ｄを挟む二辺４０ＡＤ，４０ＣＤで主面２０Ａに固定されてい
る。これにより、この表示装置では、輸送中などの鉤部４１Ａ，４１Ｄの変形を抑えるこ
とが可能となっている。
【００２１】
　鉤部４１Ａ，４１Ｄは、取付領域４０の長辺４０ＡＤに設けられていることが好ましい
。基板３０を取り付ける際にｘｙ平面内での回転を抑えることが可能となるからである。
【００２２】
　台座部４２Ａ，４２Ｄは、基板３０の角部３０Ａ，３０Ｄの裏面に当接し、鉤部４１Ａ
，４１Ｄと共に基板３０のｚ方向位置を規制するものである。台座部４２Ａ，４２Ｄは、
基板取付板２０のエンボス加工により形成された円錐台状の隆起部である。
【００２３】
　第１起立部４３Ａおよび第２起立部４３Ｂは、基板３０のｙ方向位置を規制すると共に
ｘｙ平面内での回転を規制するためのものであり、取付領域４０の鉤部４１Ａ，４１Ｄが
設けられた辺に設けられ、主面２０Ａに直交すると共に基板３０の辺３０ＡＤの側面に当
接している。第１起立部４３Ａおよび第２起立部４３Ｂは、基板取付板２０の切り起こし
加工により形成されたものである。
【００２４】
　第２起立部４３Ｂは、第１起立部４３Ａよりも内側に設けられている。すなわち、第２
起立部４３Ｂは、第１起立部４３Ａから、取付領域４０の鉤部４１Ａ，４１Ｄが設けられ
た辺４０ＡＤの対向辺４０ＢＣに近づく方向にずれた位置に設けられている。一方、基板
３０は、辺３０ＡＤに、第２起立部４３Ｂが嵌まり込む切欠３３Ｂを有している。これに
より、基板３０のｘ方向位置を規制することが可能となっている。
【００２５】
　ねじ孔４４Ｂ，４４Ｃは、基板３０の角３０Ｂ，３０Ｃをねじ６０により固定するため
のものであり、取付領域４０の鉤部４１Ａ，４１Ｄが設けられた辺４０ＡＤの対向辺４０
ＢＣに設けられている。ねじ孔４４Ｂ，４４Ｃは、ねじ６０により表示部１０が損傷を受
けないようにするため、取付領域４０の角４０Ｂ，４０Ｃに設けられた隆起部４５Ｂ，４
５Ｃの上面に設けられていることが好ましい。隆起部４５Ｂ，４５Ｃは、基板取付板２０
のエンボス加工により形成されたものである。隆起部４５Ｂ，４５Ｃの上面には、基板３
０の位置決めのためのダボ４６Ｂ，４６Ｃが設けられていてもよい。
【００２６】
　　図５は、鉤部４１Ａの断面構成を表したものである。鉤部４１Ａは、二辺４０ＡＢ，
４０ＡＤでは、上述したように主面２０Ａに固定された側壁部４７により閉鎖されている
。このように、鉤部４１Ａは二辺４０ＡＢ，４０ＡＤで主面２０Ａに固定されているので
、従来のＬ字型の金具に比べて機械的な強度が高くなっており、輸送中などの変形による
部品不良の発生が抑えられる。一方、鉤部４１Ａの他の二辺は開放端となっており、主面
２０Ａとの間の隙間Ｇに基板３０の角３０Ａを収容することが可能となっている。なお、
鉤部４１Ｄも、鉤部４１Ａと同様に構成されている。
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【００２７】
　鉤部４１Ａの先端には、主面２０Ａとは反対方向に突出する案内用突起４８Ａが設けら
れている。この案内用突起４８Ａを設けることにより、基板３０の角３０Ａを鉤部４１Ａ
に誘い込み、作業性を向上させることが可能となる。なお、鉤部４１Ｄの先端にも、図示
しないが、鉤部４１Ａと同様に案内用突起４８Ｄが設けられている。
【００２８】
　また、鉤部４１Ａは、主面２０Ａとの対向面に凸部４９Ａを有し、凸部４９Ａが基板３
０の角３０Ａの表面に当接する。基板３０の角３０Ａの表面には、凸部４９Ａが嵌る凹部
３９Ａが設けられている（図５には図示せず、図１１参照。）。これにより、基板３０の
位置決めが更に容易となる。なお、鉤部４１Ｄも、図示しないが、鉤部４１Ａと同様に凸
部４９Ｄを有している。
【００２９】
　図６は、図３のＶＩ－ＶＩ線における断面構成を表したものである。基板取付板２０の
主面２０Ａと基板３０の裏面との間には、放熱パッド（サーマルパッド）５０が設けられ
ている。放熱パッド５０は、基板３０に実装されたチップ３１の直下に設けられ、チップ
３１で発生した熱を基板取付板２０に逃がすためのものである。放熱パッド５０は、電気
絶縁性を有するが熱伝導性の高い材料、例えばウレタン系材料により構成されている。な
お、放熱パッド５０に代えて放熱シートを設けるようにしてもよい。
【００３０】
　図７ないし図１１は、このような取付領域４０への基板３０の取付方法を工程順に表し
たものである。まず、図７に示したように、基板３０を、取付領域４０の上方に、主面２
０Ａに対して斜めに傾けた状態で構え、矢印Ａ１に示したように、基板３０の角３０Ａ，
３０Ｄを鉤部４１Ａ，４１Ｄに斜め上から潜り込ませる。
【００３１】
　その際、図８に示したように、まず基板３０の辺３０ＡＤを鉤部４１Ａの先端の案内用
突起４８Ａに当接させることにより、矢印Ａ２に示したように、基板３０の角３０Ａを鉤
部４１Ａに容易に潜り込ませることが可能となる。なお、図示しないが、鉤部４１Ｄにお
いても同様である。
【００３２】
　次いで、図９に示したように、基板３０の辺３０ＡＤの側面を、第１起立部４３Ａおよ
び第２起立部４３Ｂに当接させることにより、基板３０のｙ方向位置を規制すると共に基
板３０のｘｙ平面内での回転を規制する。また、基板３０の切欠３３Ｂに第２起立部４３
Ｂを嵌め込むことにより、基板３０のｘ方向位置を規制する。
【００３３】
　続いて、同じく図９に示したように、鉤部４１Ａ，４１Ｄの先端を回転軸Ａ３として基
板３０を主面３０Ａに向かって矢印Ａ４方向に下方に回転させる。これにより、図１０に
示したように、基板３０の角３０Ａ，３０Ｄが鉤部４１Ａ，４１Ｄに掛止されると共に、
基板３０の角３０Ａ，３０Ｄの裏面が台座部４２Ａ，４２Ｄに当接され、基板３０が取付
領域４０内に位置決めされる。
【００３４】
　ちなみに、従来では、基板を水平方向にスライドして金具に固定する方法が行われてい
た。しかし、スライドによる固定方法では、基板をスライドさせる際に金具と触れ合う領
域は実装禁止領域となるので、そのぶん基板のサイズを拡大しなければならず、コスト増
につながっていた。また、スライドの際に、基板の裏面に貼付した放熱パッドの位置がず
れてしまったり、基板の裏面に実装したチップが傷ついて不良となってしまうという問題
もあった。更に、基板と金具との間にクリアランスを設ける必要があるので、ビリつき音
が発生してしまっていた。
【００３５】
　これに対して、本実施の形態では、基板３０の実装禁止領域は、鉤部４１Ａ，４１Ｄ，
台座部４２Ａ，４２Ｄ，ねじ孔４４Ｂ，４４Ｃを設けた隆起部４５Ｂ，４５Ｃに接触する
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領域のみであり、基板３０のサイズ拡大を抑えることが可能となる。また、図９に示した
ように、基板３０を回転させて取り付けるようにしたので、基板３０裏面の放熱パッド５
０の位置がずれてしまったり、基板３０裏面に実装されたチップが傷ついて不良となって
しまうおそれがなくなる。更に、基板３０の表面は鉤部４１Ａ，４１Ｄに接する一方、基
板３０の裏面は台座部４２Ａ，４２Ｄに接し、基板３０が撓んだ状態となるので、ビリつ
き音が抑えられる。
【００３６】
　図１１は、図１０のＸＩ－ＸＩ線における断面構成を表したものである。鉤部４１Ａの
先端Ｐ１と、台座部４２Ａの基板３０の角３０Ａの裏面に当接する面の縁Ｐ２との間の距
離Ｌは、Ｌ＞０（ｍｍ）を満たすことが好ましい。これにより、回転軸Ａ３を起点とする
基板３０の回転軌跡Ｒ上に、台座部４２Ａの縁Ｐ２が干渉するのを回避することが可能と
なる。なお、距離Ｌは、取付領域４０の鉤部４１Ａ，４１Ｄが設けられた辺４０ＡＤに垂
直な方向におけるＰ１／Ｐ２間の距離である。
【００３７】
　そののち、ねじ孔４４Ｂ，４４Ｃを用いて、基板３０の角３０Ｂ，３０Ｃを基板取付板
２０にねじ６０により固定する。以上により、取付領域４０への基板３０の取り付けが完
了する。
【００３８】
　このように本実施の形態では、取付領域４０の角４０Ａ，４０Ｄに鉤部４１Ａ，４１Ｄ
を設け、鉤部４１Ａを、角４０Ａを挟む二辺４０ＡＢ，４０ＡＤで主面２０Ａに固定し、
鉤部４１Ｄを、角４０Ｄを挟む二辺４０ＡＤ，４０ＣＤで主面２０Ａに固定するようにし
ている。よって、鉤部４１Ａ，４１Ｄの強度が向上し、輸送中などの鉤部４１Ａ，４１Ｄ
の変形を抑えることが可能となる。これにより、輸送中の部品不良によるコスト増を抑え
ることが可能となる。
【００３９】
　また、基板３０の一辺３０ＡＤの両端の角３０Ａ，３０Ｄを鉤部４１Ａ，４１Ｄに掛止
し、鉤部４１Ａ，４１Ｄの先端を回転軸Ａ３として基板３０を主面２０Ａに向かって回転
させることにより、基板３０を極めて容易に取付領域４０内に位置決めすることが可能と
なり、基板インストール作業性が向上する。
【００４０】
　更に、基板３０の位置を固定するまでの作業の間は、基板３０の一辺３０ＡＤの両端の
角３０Ａ，３０Ｄを鉤部４１Ａ，４１Ｄに掛止して基板３０の位置を規制しておくことが
可能となる。よって、基板３０の位置決め作業中に基板３０の裏面に取り付けられたチッ
プが傷つけられて不良となってしまうのを抑えることが可能となる。
【００４１】
　加えて、基板３０の二つの角３０Ａ，３０Ｄを、ねじを用いずに固定可能となり、部品
点数の削減および部品コスト削減が可能となる。更に、ねじ打ちの作業時間を短縮するこ
とによるコスト削減も可能となる。
【００４２】
（適用例）
　以下、上述した実施の形態で説明した表示装置の適用例について説明する。上記実施の
形態の表示装置は、図１に示したテレビジョン装置のほか、デジタルカメラ，ノート型パ
ーソナルコンピュータ、携帯電話等の携帯端末装置，ゲーム機あるいはビデオカメラなど
、外部から入力された映像信号あるいは内部で生成した映像信号を、画像あるいは映像と
して表示するあらゆる分野の電子機器の表示装置に適用することが可能である。
【００４３】
（適用例１）
　図１２は、上記実施の形態の表示装置が適用されるデジタルカメラの外観を表したもの
である。このデジタルカメラは、例えば、フラッシュ用の発光部１１１、表示部１１２、
メニュースイッチ１１３およびシャッターボタン１１４を有しており、その表示部１１２
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は、上記各実施の形態に係る表示装置により構成されている。
【００４４】
（適用例２）
　図１３は、上記実施の形態の表示装置が適用されるノート型パーソナルコンピュータの
外観を表したものである。このノート型パーソナルコンピュータは、例えば、本体１２１
，文字等の入力操作のためのキーボード１２２および画像を表示する表示部１２３を有し
ており、その表示部１２３は、上記各実施の形態に係る表示装置により構成されている。
【００４５】
（適用例３）
　図１４は、上記実施の形態の表示装置が適用されるビデオカメラの外観を表したもので
ある。このビデオカメラは、例えば、本体部１３１，この本体部１３１の前方側面に設け
られた被写体撮影用のレンズ１３２，撮影時のスタート／ストップスイッチ１３３および
表示部１３４を有しており、その表示部１３４は、上記各実施の形態に係る表示装置によ
り構成されている。
【００４６】
（適用例４）
　図１５は、上記実施の形態の表示装置が適用される携帯電話機の外観を表したものであ
る。この携帯電話機は、例えば、上側筐体１４１と下側筐体１４２とを連結部（ヒンジ部
）１４３で連結したものであり、ディスプレイ１４４，サブディスプレイ１４５，ピクチ
ャーライト１４６およびカメラ１４７を有している。そのディスプレイ１４４またはサブ
ディスプレイ１４５は、上記各実施の形態に係る表示装置により構成されている。
【００４７】
　更に、上記適用例１～４では、表示装置を備えた電子機器を例として説明したが、本技
術は、プリント配線基板などの基板３０の固定機構を備えた電子機器に広く適用可能であ
る。例えば、ＤＶＤ／ＢＤ／ＨＤＤ録画装置または録画再生装置などにおいて、録画また
は再生を行う本体部の一面側に、上記実施の形態に係る基板取付板を設け、この基板取付
板を用いて、駆動回路を有する基板を本体部に取り付けることが可能である。このような
場合にも、上記実施の形態と同様の作用および効果を得ることが可能である。
【００４８】
　以上、実施の形態を挙げて本開示を説明したが、本開示は上記実施の形態等に限定され
ず、種々の変形が可能である。例えば、上記実施の形態では、ねじ孔４４Ｂ，４４Ｃを用
いて、基板３０の角３０Ｂ，３０Ｃを基板取付板２０にねじ固定するようにした場合につ
いて説明したが、基板３０の角３０Ｂ，３０Ｃを両面接着テープを用いて基板取付板２０
に固定することも可能である。これにより、更に表示装置の薄型化を図ると共にコストを
削減することが可能となる。
【００４９】
　また、上記実施の形態では、表示部１０が液晶パネル（図示せず）の背面にバックライ
トユニット（図示せず）を備えている場合を例に挙げて説明したが、表示部１０は、有機
ＥＬ（Electroluminescence）表示パネルなど、他の表示素子を用いたものであってもよ
い。
【００５０】
　更に、上記実施の形態では、表示部１０を備えた表示装置およびこれを備えた電子機器
を例として説明したが、本技術は、プリント配線基板などの基板３０の固定機構に広く適
用可能である。従って、本技術は、冷蔵庫，洗濯機，掃除機，調理機器などの家庭電化製
品，美容機器などにも応用可能である。
【００５１】
　なお、本技術は以下のような構成を取ることも可能である。
（１）
　本体部と、前記本体部の一面側に設けられ、前記本体部とは反対側の主面に基板の取付
領域を有する基板取付板とを備え、
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　前記基板取付板は、前記取付領域の一辺の両端の角に、前記基板の角を掛止する鉤部を
有し、前記鉤部は、前記取付領域の角を挟む二辺で前記主面に固定されている
　表示装置。
（２）
　前記基板取付板は、前記取付領域の前記鉤部が設けられた辺に、前記主面に直交すると
共に前記基板の側面に当接する第１起立部および第２起立部を有し、
　前記第２起立部は、前記第１起立部から、前記取付領域の前記鉤部が設けられた辺の対
向辺に近づく方向にずれた位置に設けられ、
　前記基板は、前記第２起立部が嵌まり込む切欠を有する
　前記（１）記載の表示装置。
（３）
　前記鉤部の先端に、前記主面とは反対方向に突出する案内用突起が設けられている
　前記（１）または（２）記載の表示装置。
（４）
　前記鉤部は、前記主面との対向面に凸部を有し、前記凸部が前記基板の角の表面に当接
する
　前記（１）ないし（３）のいずれか１項に記載の表示装置。
（５）
　前記鉤部は、前記取付領域の長辺に設けられている
　前記（１）ないし（４）のいずれか１項に記載の表示装置。
（６）
　前記基板取付板は金属により構成され、
　前記基板取付板の主面と前記基板の裏面との間に放熱パッドが設けられている
　前記（１）ないし（５）のいずれか１項に記載の表示装置。
（７）
　前記基板取付板は、前記鉤部の各々の近傍に、前記基板の角部の裏面に当接する台座部
を有する
　前記（１）ないし（６）のいずれか１項に記載の表示装置。
（８）
　前記鉤部の先端と、前記台座部の前記基板の角の裏面に当接する面の縁との間の、前記
取付領域の前記鉤部が設けられた辺に垂直な方向における距離Ｌは、Ｌ＞０（ｍｍ）を満
たす
　前記（７）記載の表示装置。
（９）
　前記基板取付板は、前記取付領域の前記鉤部が設けられた辺の対向辺に、前記基板の角
を固定するためのねじ孔を有する
　前記（１）ないし（８）のいずれか１項に記載の表示装置。
（１０）
　本体部と、前記本体部の一面側に設けられ、前記本体部とは反対側の主面に基板の取付
領域を有する基板取付板とを備え、
　前記基板取付板は、前記取付領域の一辺の両端の角に、前記基板の角を掛止する鉤部を
有し、前記鉤部は、前記取付領域の角を挟む二辺で前記主面に固定されている
　電子機器。
【符号の説明】
【００５２】
　１…表示装置、１０…表示部、１１…スタンド、１２…外装部材、１３…背面カバー、
２０…基板取付板、２０Ａ…主面、３０…基板、３１…チップ、３３Ｂ…切欠、４０…取
付領域、４０Ａ，４０Ｂ，４０Ｃ，４０Ｄ…角、４０ＡＤ，４０ＢＣ…長辺、４０ＡＢ，
４０ＣＤ…短辺、４１Ａ，４１Ｄ…鉤部、４２Ａ，４２Ｄ…台座部、４３Ａ…第１起立部
、４３Ｂ…第２起立部、４４Ｂ，４４Ｃ…ねじ孔、４５Ｂ，４５Ｃ…隆起部、４７…側壁
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じ
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